
事務 ト

費

の防災活動 練、避難路

[

整備等の防災活動

・防

長

災士の資格取得、防災

期

訓 を行う自主防災組織

総

に対して を行う自主防

合

災組織に対して を行う

計

自主防災組織に対して

画

を行う自主防災組織に

]

対して

練、避難路整備

そ

等の防災活動 補助を行

の

う。 補助を行う。 補助

他

を行う。 補助を行う。

分

を行う自主防災組織に

野

対して ・家具転倒防止

別

用固定金具取 ・家具転

目

倒防止用固定金具取 ・

標

家具転倒防止用固定金

４

具取 ・家具転倒防止用

誰

固定金具取

補助を行う

も

。 付事業の実施。 付事

が

業の実施。 付事業の実

安

施。 付事業の実施。

・

心

家具転倒防止用固定金

し

具取 ・防災講座の開催

て

・感震ブレーカー設置

住

補助を ・感震ブレーカ

み

ー設置補助を ・感震ブ

続

レーカー設置補助を

付

け

事業の実施。 ・市民防

ら

災大学の開催 行う。 行

れ

う。 行う。

・防災講座

る

の開催 ・土砂災害ハザ

持

ードマップの ・防災講

続

座及び市民防災大学 ・

可

防災講座の開催 ・防災

能

講座の開催

・市民防災

な

大学の開催 配布 の開催

ま

（当該年度から統合）

ち

・市民防災大学の開催

事

・市民防災大学の開催

業区分(

２　

2

事業コスト

事業費等（

)

千円）
平成28年度 平

自

成29年度 平成30年

治

度 平成31年度 令和0

事

2年度

当初予算 決算 当

務

初予算 決算 当初予算 決

○

算 当初予算 決算 計画 決

法

算

事業費 17,038

定

12,346 16,0

受

69 10,737 16

託

,435 11,669

事

14,497 0 14,

務

497 0

伸び率（％）

そ

0% 0% △5.7% △

の

13% 2.3% 8.7

他

% △11.8% △10

政

0% 0% 0%

人件費
正

　

規職員 24,798 2

策

4,321 25,20

４

5 23,769 47,

防

873 48,112 4

災

8,112 0 48,1

体

12 0

正規職員以外 2

制

,412 2,412 2

の

,398 2,398 2

充

,382 2,382 2

実

,382 0 2,382

会

0

小計 27,210 2

計

6,733 27,60

一

3 26,167 50,

般

255 50,494 5

会

0,494 0 50,4

計

94 0

国庫支出金 0 0

款

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

総

出金 7,776 5,1

務

22 7,222 5,7

費

15 7,451 4,2

施

29 6,604 0 6,

　

604 0

市　　債 0 0

策

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

２

の 他 0 900 0 1,

災

400 0 1,900 0

害

0 0 0

一般財源（税等

に

） 9,262 6,32

強

4 8,847 3,62

い

2 8,984 5,54

人

0 7,893 0 7,8

づ

93 0

所要人数 正規職

く

員 3.12 3.06 3

り

.16 2.98 5.9

の

9 6.02 6.02 0

推

.00 6.02 0.0

進

0

（人） 正規職員以外

会

0.90 0.90 0.

計

96 0.96 0.96

・

0.96 0.96 0.

事

項

00 0.96 0.00

総

主な予算内訳
業務委託

務

料　5,674千円、

管

防災活動費補助金　8

理

,975千円、防災対

費

策支援補助金　1,0

予

00千円

算区分

３　目標及び実績
指

目

標名 単位 平成28年度

総

平成29年度 平成30

合

年度 平成31年度 令和

防

02年度

活
動
指
標

補助

災

を行った自主防災会数

費

地区
目標値 42 42 4

取

2 42 42

実績値 27

組

32 32

達成度(%)

方

64.2% 76.1%

針

76.1% % %

家具転

２

倒防止用固定金具取付

地

件数
件

目標値 300 3

域

00 240 230 23

防

0

実績値 214 111

災

204

達成度(%) 7

力

1.3% 37.0% 8

の

6.3% % %

成
果
指
標

強

家具転倒防止用固定金

化

具取付件数（平成24

大

年度からの累計）
件

目

事

標値 1500 1800

業

2040 2270 25

総

00

実績値 769 88

合

0 1084

達成度(%

防

) 51.2% 48.8

災

% 53.3% % %

防災

事

講座の参加者数
人

目標

業

値 3500 3500 3

中

500 3500 350

事

0

実績値 2748 39

業

54 5218

達成度(

地

%) 78.5% 113

域

.0% 149.1% %

防

%

災事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 H17 ～ 担当課・担当課長・Tel 地域安全課 橋﨑　敬之 435-1005

事業実

業

施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

・地域住民の自主的な防災活動体制の確立のため、自主防災組織の防 ・防災訓練

チ

等の防災活動を実施する自主防災組織に対して補助を行う。

災活動などを支援する。 ・大規模地震による津波から避難するため、高台への避難路を整備する自主防災組織に対して補助を行う

・災害発生時、避難の妨げとなら

ェ

ないよう、避難に支援を要する方へ 。

の家具固定金具の取付を支援する。 ・６５歳以上だけの世帯や高齢者等の体が不自由な方がおられる世帯を対象に、市が無料で取付作業員を

・地震時の電気火災を

事

防止するため、避難に

ッ

務

支援を要する方がいる

事

世 派遣し、家具固定金

業

具の取付を行う。また

N

、感震ブレーカーの設

o

置にかかる費用に対し

事

補助を行う。

帯等への

業

感震ブレーカー設置補

名

助を行う。 ・災害時に

[

備え、防災知識や防災

事

対策などについて知識

ク

業

の向上を図るため、専

基

門家を招いて公開講座

本

（市

・地域住民が災害

情

時に迅速な対応ができ

報

るように平常時から防

]

災知識 民防災大学）を

7

開催する。また、市職

6

員が地域に出向き防災

7

講座を実施。

、防災対

地

策などの取り組みを行

シ

域

う。 ・和歌山市に影響

防

が心配される南海トラ

災

フ地震に備え、改定版

事

防災マップを配布し、

業

地域防災力の向上に

つ

事

なげる。

事
業
内
容

平成

業

28年度 平成29年度

区

平成30年度 平成31

分

年度 令和02年度

・当

(

該年度から防災対策に

ー

1

係 ・防災士の資格取得

)

、防災訓 ・防災士の資

事

格取得、防災訓 ・防災

業

士の資格取得、防災訓

経

・防災士の資格取得、

費

防災訓

る費用を総合防

○

災費に統合。 練、避難

管

路整備等の防災活動 練

理

、避難路整備等の防災

経

活動 練、避難路整備等



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

南海トラフ巨大地震等、いつ起こるかわからない災害に備え、家具の固定、感震ブレーカーの設置、避難路整備、資機材の

充実を行うとともに防災講座を開催す

４

ることで地域の防災力

　

及び住民の防災知識の

事

向上を図る必要がある

業

。

担当課評価の根拠

更

の

なる地域防災力の向上

評

を図るため、防災士の

価

育成や小学校等に防災

評

教育に努める。

見直し

価

・改善内容

基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当


